
都道府県名 市区町村名
自治体コー

ド
Ｎｏ 交付対象事業の名称

【計画ベース】

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期

【計画額】

総事業費

（千円）

【計画額】

交付対象経費

（千円）

成果目標（可能な限り定量的

指標を設定）

実施状況の公表等に

ついて（HP,広報紙な

ど）

備考1

(重点支援地方交付金の追加

を踏まえた各省庁の通知の

発出状況に定義されている

対象分野)

鹿児島県 鹿屋市 46203 1
物価高騰対応重点支援給付金事業(令和５
年度住民税均等割非課税世帯支援）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　15274世帯×70千円　　のうちR６計画分
事務費10095千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　と
して支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（15274世帯）

－ R5.12 R6.6 26,755 26,755
対象世帯に対して令和5年12月
までに支給を開始する

ホームページ 対象分野に関連しない

鹿児島県 鹿屋市 46203 2
物価高騰対応重点支援給付金事業（給付
金・定額減税一体支援枠）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　2647世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯　1622世帯
×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　850世帯×100千円、R5住民税均等割のみ課
税世帯　2世帯×30千円、子ども加算　3682人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者
35476人　(845440千円）　　のうちR６計画分
事務費　38126千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　と
して支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（5121世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数
（35476人）

－ R6.2 R7.3 1,107,126 1,107,126
対象世帯に対して令和6年5月
までに支給を開始する

ホームページ 対象分野に関連しない

鹿児島県 鹿屋市 46203 3
低所得世帯支援給付金（令和６年度低所得
世帯支援枠（３万円・２万円）)

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　16000世帯×30千円、子ども加算　2480人×20千円
のうちR６計画分
事務費　29378千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　と
して支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（16000世帯）

－ R7.1 R7.4以降 558,978 558,978
対象世帯に対して令和7年2月
までに支給を開始する

ホームページ 対象分野に関連しない

鹿児島県 鹿屋市 46203 4 水道基本料金無償化事業

①目的・効果
　物価高騰による市民生活への影響を緩和するため、水道基本料金を４か月間無償化する
ことにより、市民及び市内事業者の負担軽減を図る。
②交付金を充当する経費内容
　水道料金の基本料金
③積算根拠（対象数、対価等）
　１検針（４か月）あたり約116,000千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　官公庁及び指定管理者を除く全ての給水契約者

⑨推奨事業メニュー例よ
りも更に効果があると判
断する地方単独事業

R7.1 R7.4以降 116,000 95,417

水道使用料を支払っている市
民及び事業者等（官公庁及び
指定管理者除く）約50,000件
に対して、水道基本料金を４
か月分免除し、負担を軽減す
る。

・検針お知らせ票
・市ホームページへ
掲載
・広報かのやに掲載

水道事業者

鹿児島県 鹿屋市 46203 5 障がい福祉施設物価高騰対策

①目的・効果
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている福祉施設に対してＬＰガス及
び食材費の価格高騰影響額の一部を給付することで、事業者の負担を軽減し、事業継続と
経営安定を図る。
②交付金を充当する経費内容
　LPガス、食材費の高騰分に対する交付金　6,642千円
③積算根拠（対象数、対価等）
【LPガス】交付単価は県事業の影響額を参照、支援期間６月
　　通所系　171事業所×5千円＝855千円
　　入所系　25事業所（40人以下）×19千円＝475千円
　　　　　　　 ４事業所（41～60人以下）×28千円＝112千円
【食材費】交付単価は県事業の影響額を参照、支援期１２月
　　通所系　171事業所×24千円＝4,104千円
　　入所系　548人×２千円　　　 ＝1,096千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　【通所】生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援A型、
　　　　　就労継続支援B型、短期入所、児童発達支援、放課後等デイサービス
　【入所】施設入所支援、共同生活援助

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴場
等に対する物価高騰対策
支援

R7.3 R7.4以降 6,642 5,463 対象施設へ100%交付する。

・個別に通知
・市ホームページへ
掲載
・広報かのやに掲載

障害福祉サービス事業所・
施設等
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鹿児島県 鹿屋市 46203 6 介護保険施設等物価高騰対策

①目的・効果
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている介護施設に対して、ＬＰガス
及び食材費、燃料費の価格高騰影響額の一部を給付することで、事業者の負担を軽減し、
事業継続と経営安定を図る。
②交付金を充当する経費内容
　LPガス、食材費の高騰分に対する交付金　11,617千円
③積算根拠（対象数、対価等）
【LPガス】交付単価は県事業の影響額を参照、支援期間６月
　　通所、多機能　  87事業所×13千円＝1,131千円
　　入所（101人～） １事業所×104千円＝104千円
　　入所（～100人 　３事業所×62千円＝186千円
　　入所（～70人）  10事業所×41千円＝410千円
　　入所（～40人）  48事業所×20千円＝960千円
【食材費及び燃料費】交付単価は県事業の影響額を参照、支援期間１２月
　　通所（多機能含）　87事業所×27千円＝2,349千円
　　入所 　　　　　　 1,809人×   ３千円＝5,427千円
　　訪問系　　　　　105事業所×10千円＝1,050千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　【通所】通所介護、地域密着型通所介護など
　【入所】介護老人福祉施設、介護老人保健施設など
　【訪問系】訪問介護施設など

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴場
等に対する物価高騰対策
支援

R7.3 R7.4以降 11,617 8,554 対象施設へ100%交付する。

・個別に通知
・市ホームページに
掲載
・広報かのやに掲載

介護サービス事業所・施設
等

鹿児島県 鹿屋市 46203 7
介護保険施設等物価高騰対策
（訪問給食サービス事業者支援）

①目的・効果
　食料品価格等の物価高騰の影響を受けている訪問給食サービス事業者に対して、食材価
格高騰影響額の一部を支援することで、事業者の負担を軽減し、事業継続と経営安定を図
る。
②交付金を充当する経費内容
　訪問給食業務委託に対する補助金　999千円
③積算根拠（対象数、対価等）
【食材費】交付単価は県事業の影響額を参照、支援期１２月）
　A事業所　16,702食×11円＝183,920円
　B事業所　11,589食×11円＝127,479円
　C事業所　43,158食×11円＝474,738円
　D事業所　19.283食×11円＝212,113円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　訪問給食サービス事業者（４事業者）

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴場
等に対する物価高騰対策
支援

R7.3 R7.4以降 999 822 対象施設へ100%交付する。

・個別に通知
・市ホームページに
掲載
・広報かのやに掲載

介護サービス事業所・施設
等

鹿児島県 鹿屋市 46203 8 公衆浴場原油価格高騰対策

①目的・効果
　燃料価格の高騰の影響を受けている一般公衆浴場に対して、燃料価格高騰影響額の一部
を支援することで、事業者の負担を軽減し、事業継続と経営安定を図り、市民の公衆衛生
基盤を確保する。
②交付金を充当する経費内容
　重油、又は灯油購入に対する補助金　1,112千円
③積算根拠（対象数、対価等）
【Ａ重油】補助単価（R6-R5比較、高騰分の１/２、支援期間１２月）
　A事業所　21,0000ℓ×3.7円＝77千円
　B事業所　19,000ℓ×3.7円＝70千円
　C事業所　139,000ℓ×3.7円＝514千円
　D事業所　55,000ℓ×3.7円＝203千円
【灯油】補助単価（R6-R5比較、高騰分の１/２、支援期間１２月）
　E事業所　80,000ℓ×3.1円＝248千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　民間公衆浴場（５事業所）

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴場
等に対する物価高騰対策
支援

R7.3 R7.4以降 1,112 915 対象事業所へ100%交付する。

・個別に通知
・市ホームページに
掲載
・広報かのやに掲載

生活衛生関係営業者

鹿児島県 鹿屋市 46203 9 肥料価格高騰対策事業

①目的・効果
　農業資材の価格高騰の影響を受けている農業者に対し、肥料価格高騰影響額の一部を支
援することで、農業者の負担を軽減し、事業継続と経営安定を図る。
②交付金を充当する経費内容
　肥料購入に対する補助金　86,865千円
③積算根拠（対象数、対価等）
　【肥料】補助単価（R6-R2比較、高騰分の1/2、支援期間１２月）
　R6肥料購入見込：643,266千円-（643,266千円/1.37（高騰指数））×１/２
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　農業者（976戸）

⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

R7.1 R7.4以降 86,865 71,451

事業活用者の肥料負担の軽減
（肥料負担割合増の割合を37
ポイントから18ポイントに軽
減する。）

・JA等の関係団体の
周知
・市ホームページに
掲載
・広報かのやに掲載

農林水産・食品分野
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鹿児島県 鹿屋市 46203 10 畜産経営体緊急支援事業

①目的・効果
　輸入飼料の価格高騰の影響を受けている畜産経営体に対し、飼料価格高騰影響額の一部
を支援することで、畜産経営体の負担を軽減し、事業継続と経営安定化を図る。
②交付金を充当する経費内容
　飼料購入に対する補助金等　139,762千円
③積算根拠（対象数、対価等）
　【飼料】補助単価（R6-R2比較、高騰分の１/８、支援期間１２月、
　　　　　 上限額50万円）
　　　肉用牛繁殖(707戸)：飼養頭数×1.465ｔ×26千円×１/８
　　　肉用牛肥育(47戸)  ：飼養頭数×2.9ｔ×26千円×１/８
　　　酪　　　農(27戸)　   ：飼養頭数×3.9ｔ×26千円×１/８
　　　養　　　豚(109戸)    ：飼養頭数×0.7ｔ×26千円×１/８
　　　ブロイラー(38戸)  　：飼養頭数×0.026ｔ×26千円×１/８
　　　採　　　卵(12戸)      ： 飼養頭数×0.04ｔ×26千円×１/８
　〇通信運搬費(切手代) 　：  207千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　　畜産農家(940戸)

⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

R7.1 R7.4以降 139,969 114,962
畜産経営体戸数の維持
（940戸）

・個別に通知
・市ホームページに
掲載
・広報かのやに掲載

農林水産・食品分野

鹿児島県 鹿屋市 46203 11 養殖用冷凍餌料価格高騰対策支援事業

①目的・効果
　養殖用冷凍餌糧の価格高騰の影響を受けている養殖事業者に対し、冷凍餌糧価格高騰影
響額の一部を支援することで、事業者の負担を軽減し、事業継続と経営安定化を図る。
②交付金を充当する経費内容
　冷凍餌糧購入に対する補助金　　8,000千円
③積算根拠（対象数、対価等）
 【冷凍餌糧】補助単価（R6-R2比較、高騰分の１/10、支援期間１２月、
　　　　　 上限額100万円）
　　　１２,989,253kg×31円×1/10
　　　＝40,267千円（上限100万円×８事業者）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　　養殖事業者(８事業者）

⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

R7.1 R7.4以降 8,000 6,580
養殖水揚げ額維持
（4,590百万円）

・個別に通知
・市ホームページに
掲載
・広報かのやに掲載

農林水産・食品分野

鹿児島県 鹿屋市 46203 12
一般廃棄物収集運搬業許可事業者原油価格
高騰対策事業

①目的・効果
　燃料価格高騰の影響を受けている一般廃棄物収集運搬許可事業者に対し、ガソリンや軽
油価格高騰影響額の一部を支援することで、事業者の負担を軽減し、事業継続と経営安定
化を図る。
②交付金を充当する経費内容
　ガソリン・軽油購入に対する補助金　916千円
③積算根拠（対象数、対価等）
　【ガソリン】補助単価（R6-R5比較、高騰分の１/２、支援期間６月）
　　　10千円（6.7円×1/2×487ℓ×６月）×91台＝910千円
　【軽油】補助単価（R6-R5比較、高騰分の１/２、支援期間６月）
　　　２千円（5.9円×1/2×97ℓ×６月）×３台＝６千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　　一般廃棄物収集運搬業許可事業者(11事業者）

⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策支
援

R7.1 R7.4以降 916 753 対象事業者へ100%交付する。

・個別に通知
・市ホームページに
掲載
・広報かのやに掲載

生活衛生関係営業者

鹿児島県 鹿屋市 46203 13
総合交通対策事業（公共交通等物価高騰対
応支援事業）

①目的・効果
　燃料価格高騰の影響を受けている公共交通事業者や運転代行事業者等に対し、ガソリン
や軽油価格高騰影響額の一部を支援することで、事業者の負担を軽減し、事業継続と経営
安定化を図る。
②交付金を充当する経費内容
　ガソリン・軽油購入に対する補助金　3,315千円
③積算根拠（対象数、対価等）
　【路線バス】補助単価（R6-R2比較、高騰分の１/２、支援期間６月）
　　　326,700km（半年間の走行距離）÷3km/ℓ×33円×1/2＝1,797千円
　【タクシー】補助単価（R6-R2比較、高騰分の１/２、支援期間６月）
　　　22千円×39台＝858千円
　【運転代行事業者】補助単価（営業時間を踏まえ、タクシーの半額）
　　　11千円×60台＝660千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　　路線バス（１事業者）、タクシー（福祉有償運送事業者含）（10事業者）
　　運転代行事業者（29事業者）

⑧地域公共交通・物流や
地域観光業等に対する支
援

R7.1 R7.4以降 3,315 2,727
市内タクシー事業者等車両所
持台数（39台）

・個別に通知
・市ホームページに
掲載
・広報かのやに掲載

運輸交通・物流・観光事業
者

鹿児島県 鹿屋市 46203 14 貨物運送業燃料価格高騰対策支援事業

①目的・効果
　燃料価格高騰の影響を受けている貨物運送事業者に対し、ガソリンや軽油価格高騰影響
額の一部を支援することで、事業者の負担を軽減し、事業継続と経営安定化を図る。
②交付金を充当する経費内容
　ガソリン・軽油購入に対する補助金等　10,781千円
③積算根拠（対象数、対価等）
　【一般貨物自動車運送事業】
　補助単価（R6-R2比較、高騰分の17.5％、支援期間６月）
　　10千円×976台＝9,760千円
　【軽貨物自動車運送事業】
　補助単価（燃費を踏まえ、一般貨物自動車運送業の60％）
　　６千円×165台＝990千円
　〇事務費　     　　 31千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
  　一般貨物自動車運送事業（86事業者）
　　軽貨物自動車運送事業（102事業者）

⑧地域公共交通・物流や
地域観光業等に対する支
援

R7.1 R7.4以降 10,781 8,843

交付事業者
・一般貨物運送事業者：70
・軽貨物自動車運送事業者：
80

・鹿児島県トラック
協会を通して周知
・市ホームページに
掲載
・広報かのやに掲載

運輸交通・物流・観光事業
者


